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研究成果の概要（和文）：　 本研究の目的は、雇用問題が深刻化する地域労働市場において、新たな仕事づくりによ
る地域再生のあり方について検討を行うと同時に、これを可能にする制度や仕組みについて具体的に政策提案を行なう
ことにある。「フル雇用」は、もともとEUのリスボン理事会において提唱されたもので、「完全雇用」とは異なり、高
齢者や女性が労働市場に参入する機会を増やし、仕事を通して社会的結束を実現しようとするもので、その意味で就業
率の改善が目標となる。東日本大震災の被災地の雇用・就業復興を考えるうえでも、また日本の地域再生を今後議論す
るうえで、かかる地域労働市場への視点が不可避であることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：   The aim of this research is to present policy suggestions on urban and regional
 regeneration from the perspective of the emergence of local employment policy towards full employment soc
iety.
   The key concepts underlying "full employment" emerged at the EU Council in Lisbon 2000. The goal of "fu
ll employment" means to increase employment rate with job quality and social cohesion. In Japan, this aspe
ct has not been considered in making local employment policies. Thus,we found that there is a need to buil
d a new local employment system for urban and regional regeneration to support reconstruction after the Gr
eat East Japan Earthquake.
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１．研究開始当初の背景 
本研究の目的は、雇用問題が深刻化する地

域労働市場において、新たな仕事づくりによ

る地域再生のあり方について検討を行うと

同時に、これを可能にする制度や仕組みにつ

いて具体的に政策提案を行うことにある。本

研究では、地域就業率の拡大による「フル就

業型」地域再生への政策提案を目的としてい

る。本研究では、先行する欧州での経験を分

析・検討を行うとともに、わが国地域経済が

直面する雇用就業面での固有の課題解決に

向けた具体的な政策提案を行うことが狙い

である。 

 
２．研究の目的 

本研究では、労働市場に顕在化しない女

性・高齢者就労、ニートや一部フリーターな

ど就労意欲喪失者等を労働市場にひきもど

すことも視野に入れ、東日本大震災からの復

興過程で生じている職業上・地域間ミスマッ

チの実態を踏まえつつ、これまで地域では計

画や政策としての位置づけがなかった雇用

就業戦略について理論・実証・政策の３側面

からアプローチを行い、地域就業率の拡大に

よる「フル就業型」地域再生への政策提案を

行った。 

 

３．研究の方法 
本研究では、これまで地域では計画や政策

としての位置づけ弱かった雇用就業戦略に

ついて、理論・実証・政策の３側面から研究

を実施した。 

(1) 地域の雇用就業に関わる理論・政策研

究：わが国において地域政策としての雇用就

業戦略に関わる研究蓄積は未だ多くない。こ

こでは，まず海外における蓄積を中心に経済

学、社会学など総合的に成果を展望したうえ

で理論的整理を行った。 

(2) 地域雇用就業の実態把握：「働き手」の

就業能力強化が、地域労働市場機能の効率化

に向けて重要である。東日本大震災被災地に

おける雇用・就業実態調査を実施し、地域の

労働市場再生に向けた検討を行った。 

(3) 就業能力の向上のための地域の積極的

雇用政策が地域経済に及ぼすメカニズムの

解明：職業・教育訓練など就業能力強化を軸

とする雇用問題へのアプローチは、EU におい

て積極的労働市場政策として若年失業者に

たいして大きな成果をあげている。欧米での

事例や現地でのワークショップ開催などか

らの知見を活用し、地域雇用戦略の提案を巨

大災害からの地域再生を念頭に提案した。 

 
４．研究成果 

「フル就業」とは、EU のリスボン理事会で

提唱されたもので、「完全雇用」とは異なり

高齢者や女性、社会的弱者等非労働力化して

いる人々を、広く仕事の機会を与えることで

労働市場に参入できるようにすることで、仕

事を通じて社会的統合を進めていくという

政策理念を指している（通商白書 2005）。EU

では、コミュニティレベルの局地的課題とし

て深刻化する社会的排除（social exclusion）

問題への対応、構想・計画段階からの市民参

加、中・長期的視点などをその軸としながら、

コミュニティへの統合的支援を強化してき

た。言うまでもなく EU とわが国との社会・

経済さらには歴史や文化情勢の相違は大き

い。しかし、世界的な潮流変化のなかで、地

域やコミュニティが直面する悩みは多くの

点で共有できるものでもある。日本において

も萌芽的ながらスタートした局地的問題へ

の統合型アプローチは、今後、地域雇用戦略

へと進化することになろう。その際、日本に

おける展開の可能性や課題等について検討

を行っておくことは、東日本大震災からの

「仕事」の再生を検討するうえでも喫緊の課

題といわなければならない。 

 地域労働市場の構造を検討する上で、地域

経済分析の基本指標である「一人当たり所

得」を取り上げる。 

１人当たり地域所得＝地域所得／人口 



 ＝（地域所得／就業者数）× 

（就業者数／労働力）×（労働力／人口）  

 実際には，地域所得は要素費用表示の県民

所得であるが、ここには「雇用者報酬」「財

産所得（非企業部門）」「企業所得」が含まれ

ることになる。注目したいのは、第２項であ

る。ここでは，労働力のなかで実際に働いて

いる就業者の割合を示すもので，女性，高齢

者などの労働市場への参加率，若年層の就業

状況など地域による差異が大きい項目でも

ある。これは，地域労働市場の実態を示すも

のであり、これまで国民経済的視点から検討

が行われてきた「働く」ことに関わる問題を，

地域固有の課題として点検していく必要性

を示している。女性・高齢者雇用や若年層の

高失業率，さらには拡大する労働力流動化な

どは，わが国の労働市場が共通して直面する

現実である．しかし，こうした課題群への対

応は，個別の都市・地域が有する社会経済特

性と深く関わっており，地域に根ざした雇

用・就業政策策定は喫緊の課題である。これ

まで、失業率が地域雇用・就業を議論する際

に指標であったが、本研究では実際に働いて

いる人の割合を高めることに焦点をあてて

いる。地域経済の再生を議論するうえで、従

来、この点についてはほとんど議論されてい

ない。政府の雇用政策はは、基本的に失業対

策に焦点があるために、就業率向上・確保は

その制度的枠外にあったためである。 

 本研究の全体像は、図に示した。①では、

地域経済における雇用・就業戦略の必要性を

概説している。②は、東日本大震災からの復

興において顕在化した雇用・就業の課題を、

制度のイノベーションという観点から論じ

ている。③は、雇用・就業を含む、3・11 以

降における地域政策のあり方を整理した。④

では、こうした視角からコミュニティの再生、

⑤では、産業立地の議論を行った。最後に、

⑥において、地域経済再生のためのフル就業

の枠組みを提案した。 

 
図 本研究の全体構造 

以下、巨大災害からの地域経済の復興を検

討するうえでの、「フル就業」実現に向けた

地域労働市場の仕組み構築の視点を提案す

る。 

① 機能停止ないし弱体化した被災地労働

市場を，「正常」な労働市場へ回帰させるた

めの中間的な役割であること。既往の雇用政

策を含む復興のための様々な施策がここに

集中し，これらが機動的かつ効率的に機能す

る環境を形成することが必要である。復興自

体が長期に及ぶ可能性も強く、緊急復興型の

ものから、サステナブルな地域経済形成を支

援する中間的な地域労働市場の構築により

被災地でのフル就業を実現していくことに

なる。 

② 復興の時間的推移のなかで継続的に連

動する政策であること。実際には，「緊急対

策」から「被災地内部の摩擦解消」，さらに

「被災地内でのミスマッチ対応」といった政

策が，巧みに連携するよう政策がデザインさ

れていることが重要だ。「緊急措置・雇用創

出事業」が最初に起動することだ。激甚災害

法の枠をこえて年齢・勤務年数等にかかわり

なく雇用保険を支給する措置が必要だ。 

③ 失業者にたいし幅広い「選択肢」を提供

する政策であること。阪神・淡路大震災では，

既往制度の拡充が行われ，さらには復興基金

による雇用創出事業が行われた。被災地にお

ける「仕事」に関わるきめこまかな情報提供，

さらには中・長期的な教育プログラムなど，

被災地で職を失った人々にたいし幅広い「選



択肢」を提供することが重要。被災地やその

隣接地域の大学等の教育機関との連携も必

要だ。一時的に隣接地域や遠隔地における雇

用・就業機会をも視野に置く必要がある。 

④ NPO や社会的企業／コミュニティ・ビジ

ネスなどとのパートナーシップ形成。こうし

た活動自体がもたらす雇用・就業機会の拡大

は，被災地における多様な「仕事」の開発と

も関わって着目すべき点である。さらに，か

かる「社会的経済」とも呼称される領域では，

その互恵的・互酬的特性から既往市場とは異

なる「仕事」を提供することが可能となる。

既往雇用政策とコミュニティ・ビジネス施策

との巧みな連携は不可避である。 

⑤ 多様な主体によるパートナーシップが

政策推進エンジンとなること。被災からの復

興のための雇用・就業政策は，平時における

政府・自治体によるものだけではなく，企業，

NPO,市民グループなど多様な主体のパート

ナーシップにより遂行される必要がある．緊

急かつ時間的連続性，個別ニーズへの対応が

求められる柔軟さなど，被災地復興にかかわ

る政策はこれまでとは局面を強く有してい

るからである。 

⑥ 被災地およびその周辺地域における需

要拡大のための産業政策との連動。被災地お

よび周辺地域における需要拡大は，雇用問題

解決のための重要な課題であり、地域産業政

策との連動が必要である。 

⑦ 多様な関係主体との戦略的パートナー

シップの構築。こうした中間労働市場を推進

する主体は，政府・地方自治体が核心となろ

うが，機動性，柔軟性という観点から実際に

はによって実施されることが重要であるこ

とを指摘したい。 
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